
健康福祉委員会資料 

（健康福祉局関係） 
２ 陳情の審査 

 (1) 陳情第１１５号  介護保険料の引き上げを中止し、払える保険料にすることを求める 

陳情 

資料１ 介護保険料算定に係る基礎数値等の推移について 

資料２ 本市介護保険制度における保険料・利用料の減免について 

参考資料１ 介護保険料納入通知書・裏面（抜粋） 

参考資料２ チラシ「介護保険サービス利用のご案内」 

参考資料３ 冊子「高齢者福祉のしおり」（抜粋） 

参考資料４ パンフレット「こんにちは介護保険です」（抜粋） 

平成３０年３月９日 

健康福祉局 



１．第１号被保険者数
単位：人

５期計 ６期計 ７期計 ６→７期伸び率

総数 775,675 855,002 913,415 6.8%

前期高齢者（65～74歳） 424,803 457,022 461,564 1.0%

後期高齢者（75歳以上） 350,872 397,980 451,851 13.5%
※５期、６期は各年10月1日の実数の合計で、７期は計画値です。

２．要介護・要支援認定者数
単位：人

５期計 ６期計 ７期計 ６→７期伸び率

要介護・要支援認定者数 134,434 154,395 175,689 13.8%
※５期、６期は各年10月1日の実数の合計で、７期は計画値です。

３．介護保険事業に要する費用
単位：百万円

５期計 ６期計 ７期計 ６→７期伸び率

介護給付費等合計 206,682 239,538 282,911 18.1%

介護給付費合計 202,334 231,646 269,784 16.5%

地域支援事業費 4,312 7,887 13,127 66.4%

保健福祉事業費 36 5
※介護給付費合計には、審査支払手数料を含みます。

※保健福祉事業については、平成28年度から介護予防・日常生活支援総合事業の中で実施しています。

※５期は実績、６期は見込、７期は計画値です。

４．介護保険料（基準月額）
単位：円

５期 ６期 ７期 ６→７期伸び率

保険料基準月額 5,014 5,540 5,825 5.1%

（介護保険給付費準備基金活用額）　　　　　 （16億） （21億） （47.5億）

　【参考】基金活用前保険料基準月額 5,181 5,734 6,246 8.9%

　【参考】全国平均保険料基準月額 4,972 5,514 － －
※７期の全国平均の保険料基準月額は、まだ公表されておりません。

５．現年度保険料収納率
単位：％

５期 ６期 ７期

現年度保険料収納率 98.35 98.67 98.70
※５期、６期は中間年の実績、７期は計画値です。

介護保険料算定に係る基礎数値等の推移について

資料１資料 １



本市介護保険制度における保険料・利用料の減免について 

１ 保険料の減免制度の概要 

（１）災害により、住宅や家財に３割以上の損失を受けた方（災害損失） 

  減免内容 

６か月間の保険料が免除 

（２）所得減少減免 

  主な対象要件 

ア 次の理由により、申請月以降１年間の所得が減少見込みであること 

・世帯の主たる生計維持者の死亡 

・心身への重大な障害、長期入院 

・事業の休廃止又は失業等 

イ 世帯の主たる生計維持者の申請月以降１年間の所得見込みが、市町村

民税非課税の範囲であること 

  減免内容 

申請月以降 1 年間の所得見込みで算定した保険料段階へ減額 

（３）保険料段階が第 3・4 段階で、特に生計が困難である方への減免（負担軽減） 

  主な対象要件 

   ア 世帯の実収入見込年額 

100 万円＋（世帯員１人ごとに 50 万円）以下 

イ 世帯全員の預貯金や有価証券の保有 

250 万円＋（世帯員１人ごとに 100 万円）以下 

ウ 他世帯の課税者の被扶養関係 

市町村民税、健康保険において、被扶養者でない 

エ 不動産の所有 

居住用及び収入を得るため以外の土地・建物を所有していない 

  減免内容 

   第６段階（保険料基準額）の２分の１の金額へ減額 

（４）収入が低く、生活が著しく困難な方への減免（生活困窮） 

  「２ 保険料の生活困窮減免制度の概要」参照 

1

資料 ２



２ 保険料の生活困窮減免制度の概要 

（１）主な対象要件 

ア 世帯の実収入見込額 

生活保護法に規定する基準生活費未満 

（第１類、第２類及び障害者加算の合算額） 

     （例１）75 歳単身世帯 

       月収入がおおむね 7 万 5 千円以下 

     （例２）72 歳と 75 歳の 2 人世帯 

     月収入がおおむね 11 万 1 千円以下 

イ 世帯全員の預貯金や有価証券の保有 

150 万円＋（世帯の高齢者が１人ごとに 150 万円）以下 

ウ 他世帯の課税者の被扶養関係 

市町村民税、健康保険において、被扶養者でない 

エ 不動産の所有 

居住用及び収入を得るため以外の土地・建物を所有していない 

（２）減免内容 

   第６段階（保険料基準額）の４分の１の金額へ減額 

（３）適用実績の推移 

年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 306 292 284 240

金額 5,030,760 4,857,460 4,976,680 3,980,430

※平成 29 年度は 30 年 1 月末時点。 

（４）他の政令指定都市の減免内容 

減免後の保険料負担割合  減免要件 

本市比低い ２   収入 預貯金

本市と同等 ５ 本市比緩和 ７ ５

本市比高い １０ 本市と同等 １０ ０

減免制度無し ２ 本市比厳格 ０ １２
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３ 保険料の減免を行うための財源等 

介護保険制度の運営に必要な給付費等の費用は、国、都道府県、市町村によ

る公費と、被保険者が所得に応じて負担する保険料により負担することとなっ

ており、その割合は、法令の規定に基づき定められています。 

【本市の介護保険給付費（居宅給付費）の費用負担割合】 

このことから、国は、 

・保険料の全額減免 

・収入のみに着目した一律減免 

・保険料減免分に対する一般財源の投入 

 は、適当でない旨を示しており、本市の減免制度もこの原則に則っています。 

したがって、第１号被保険者の保険料の減免措置に必要な財源は、第１号被

保険者の保険料で賄うこととなります。 

調整交付金

3.0%

国庫負担金

20.0%

県負担金

12.5%

市負担分

12.5%

第２号

保険料

27.0%

第１号

保険料

25.0%
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４ 本市独自の介護保険サービス利用料生活困窮者減免制度の概要 

収入が低く、生活が著しく困難な方への減免（生活困窮者減免）

（１）主な対象要件（介護保険料の生活困窮減免と同様の要件） 

ア 世帯の実収入見込額 

生活保護法に規定する基準生活費未満 

（第１類、第２類及び障害者加算の合算額） 

   （例１）75 歳単身世帯 

     月収入がおおむね 7 万 5 千円以下 

   （例２）72 歳と 75 歳の 2 人世帯 

   月収入がおおむね 11 万 1 千円以下 

イ 世帯全員の預貯金や有価証券の保有 

150 万円＋（世帯の高齢者が１人ごとに 150 万円）以下 

ウ 他世帯の課税者の被扶養関係 

市町村民税、健康保険において、被扶養者でない 

エ 不動産の所有 

居住用及び収入を得るため以外の土地・建物を所有していない 

（２）減免内容    

  ア 1 か月の利用者負担額（食費及び居住費（滞在費）並びに日常生活費は

除く。）が、高額介護サービス費の最も低い所得区分（15,000 円）を超えて

いる場合、半額の 7,500 円を超えた額を助成します。 

   （例１）利用者負担額       50,000 円  

       高額の自己負担上限月額  24,600 円  

       高額介護サービス費支給後の利用者負担額 24,600 円 ① 

       24,600 円  ＞  15,000 円    

       15,000 円の半額の 7,500 円②が、自己負担していただく金額。 

       その超えた分の 

       24,600 円－7,500 円＝17,100 円 ①－② を助成。 

4



  イ 1 か月の利用者負担額（食費及び居住費（滞在費）並びに日常生活費は

除く。）が、高額介護サービス費の最も低い所得区分（15,000 円）を超えて

いない場合、利用者負担額の半額を助成します。 

   （例２）利用者負担額       10,000 円  

       高額の自己負担上限月額  24,600 円  

       高額介護サービス費の支給はなく利用者負担額 10,000 円  

       10,000 円  ＜  15,000 円    

       10,000 円の半額の 5,000 円 を助成。 

  ウ 食費が負担限度額区分で定める最も低い所得区分（300 円）の額を超え

る場合、半額の 150 円を超えた額を助成します。 

（例３）食費の負担額   390 円 × １５日利用 ＝ 5,850 円 ① 

       390 円  ＞  300 円      

       300 円の半額の 150 円×１５日＝2,250 円 ② 

が、自己負担していただく金額。その超えた分の 

       5,850 円－2,250 円＝3,600 円 ①－② を助成。 

エ 居住費等が負担限度額区分で定める最も低い所得区分の額を超える場

合、対象となる額の半額を超えた額を助成します。 

（例４）利用者負担段階が第３段階の方が、介護老人保健施設の従来型個

室に入所している場合 

 1,310 円×１５日利用 ＝ 19,650 円 ① 

1,310 円  ＞  490 円 

       490 円の半額の 245 円×１５日＝3,675 円 ② 

が、自己負担していただく金額。その超えた分の 

       19,650 円－3,675 円＝15,975 円 ①－② を助成する。 

食費・居住費については、負担限度額認定証をお持ちの方が対象です。 

また、社会福祉法人が提供する介護サービスの利用者負担額、食費、居住 

費は、社会福祉法人による利用者負担軽減が優先されます。 
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（３）適用実績の推移 

年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

人数 ２４ ２４ １８ １１

金額 1,375,711 1,133,800 1,267,493 545,514

※平成 29 年度は 30 年 1 月末時点 

５ 減免制度の周知 

（１）納入通知書発送時の周知（参考資料１、参考資料２） 

第１号被保険者全員に送付する、「納入通知書」発送時に次の対応 

・保険料減免は、「納入通知書」（Ａ３サイズ）の裏面半分を使用して記載 

・利用料減免は、Ａ４サイズの案内チラシを同封 

（２）高齢者福祉のしおり（参考資料３） 

高齢者や家族の方々向けの冊子「高齢者福祉のしおり」（Ａ４サイズ）にて、

６ページを使い、保険料・利用料の減免制度の詳細や申請に必要な書類などに

ついて記載しています。 

（３）パンフレット（参考資料４） 

区役所窓口で配布しているパンフレットに、減免制度の概要や申請・相談窓

口などについて記載しています。 

（４）ホームページ 

本市のホームページにおいても、減免制度の概要や申請・相談窓口などにつ

いて記載しています。 
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参考資料２





参考資料３
















